
日本大学大学院総合社会情報研究科紀要 Vol. 27 No.1, 121-132 (2026) 
 

 

【研究論文】神奈川県横須賀中央地域における英語母語話者の 
言語使用実態および言語活力調査とその分析 

 

山出 裕子 

日本大学大学院総合社会情報研究科修了生 

 

An Analysis of Linguistic Vitality in Yokosuka, Japan: 
Based on the Survey to the English Native Speakers 

 
YAMADE Yuko 

Ph.D., Nihon University, Graduate School of Social and Cultural Studies 
 

This study examines the language vitality of native English speakers living in the Yokosuka-Chūō 
area of Kanagawa Prefecture, adjacent to the U.S. Naval Base. Drawing on the concept of 
ethnolinguistic vitality (Bourhis et al., 1977) and subsequent studies on language vitality, we developed 
a questionnaire to investigate three aspects: (1) language use in daily life, (2) perceptions of the social 
status of English, and (3) awareness of English use in public spaces. Data were analyzed statistically 
using js-STAR. The results show that participants use English far more frequently than Japanese in 
everyday life, particularly when using the internet, watching television, and listening to music. They 
also regarded English as an internationally important language and viewed English language and 
culture as having high global status, although they did not perceive English speakers as having higher 
social status within Japan. Finally, respondents felt that English is more visible in the linguistic 
landscape of Yokosuka-Chūō than in public institutions, where its use remains limited. 

 
1. はじめに 
神奈川県横須賀中央地域では，米海軍横須賀基地

が隣接することから，米軍基地関係者の姿が多く見

られる。そのため，同地域には日米混淆の独自の文

化が「米軍基地文化」として創り出されていること

が，すでに研究により明らかにされている (難波

2014; 山出 2023 など)。また，その影響から，同地域

には，日英または英語のみの商業看板が多く見られ

るなど，独自の言語景観が創り出されていることも

また，すでに指摘されている (今村・塚原 2014; 山出

2025 など)。そうした背景にあって，本研究は，横須

賀中央地域において，「英語」(その対照言語としての

「日本語」) が実際にどの程度使用されているのか

について，英語母語話者に対する意識調査から明ら

かにしようとするものである。このような「言語」

の使用実態や言語使用車の意識に関する研究として

は，近年，「言語活力調査」が，国内外で行われてい

る (Ehala 2011; 福永 2020 など)。このため本研究で

は，これらの先行研究に倣った「言語活力調査」の

手法を用いた調査を行い，その結果を分析すること

で，研究対象地域における英語使用の実態及び言語

活力について明らかにすることとした。 
本論では，まず初めに，本研究で取り扱う「言語

活力調査」を用いた先行研究についてまとめる。そ

の後，本研究で実施した「言語活力調査」の実施方

法について詳述し，その調査結果および考察につい

て論じる。 
 

2. 「言語活力」理論を用いた意識調査 
2.1 「言語活力」（Linguistic Vitality）とは 
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「言語活力」とは，「複数の言語が一つの社会に存

在するという状況を説明するための，社会的，言語

的要因の一つ」(Yagmur and Ehala 2011, p.102) として

説明されるものである。もともと「言語活力」とは

Haugen (1972); ハーマン  (1985); Giles, Bourhis and 
Taylor (1977) などで論じられ，定義されたものであ

る。このうち，Haugen (1972) やハーマン (1985)では，

「言語活力」とは，言語を取り巻くいくつかある要

因のうちの一つであるとしている。例えば，ハーマ

ン  (1985)では，「言語活力」は，「言語生態学」

(Language Ecology) を構成する一要因 (p.4) として

いる。一方で，Giles, Bourhis and Taylor (1977) では，

「言語活力」は，「あるグループの行動や活動の特徴

を形成するもの」(p.308) として，ある民族集団の特

徴を形成するための基となるものであるとしている。

また，ここでは，「言語活力」を構成するものとして，

「社会的地位」(Status)「人口統計」(Demography)「制

度的支援」(Institutional Support) の 3 つを指標として

挙げている。これらはいずれも「客観的」な立場か

ら言語活力を捉えようとするものであり，この段階

での「言語活力」は「客観的活力」(岡崎 2009 p.9) と
される。そして，これらの要因の弱い集団は消滅し

たり，活力の高い他の集団に同化したりすることに

なり，独立した集団として存在するのが困難になる。

一方で，要因の強い集団は，自分たちの言語を多用

することで，その言語及び文化を保つことが可能と

なる。 
 
2.2 客観的民族言語活力 (Subjective  
     Ethnolinguistic Vitality: SEV) 研究の発達 
Bourhis, Giles and Rosenthal (1981)では，ある民族言

語グループに属するメンバーのそれぞれの「主観的」

な活力に対する考え方は，先の「客観的」な活力と

同じくらい重要なのではないか，と考えられるよう

になった。そして，先の「客観的民族言語活力」

(Objective Ethnolinguistic Vitality) を OEV とし，それ

に対して「主観的民族言語活力」 (Subjective 
Ethnolinguistic Vitality: SEV) が論じられるようにな

った。ここで，SEV を調査するための質問票も公開

されたことで，EV 研究が様々な地域を対象に行われ

るようになった。この質問票は，「社会的地位」「人

口統計」「制度的支援」の 3変数に基づく 21 の質問

で構成され，7 尺度で評価するものであった。福永 
(2014) は，SEV とは，背景に Snygg and Combs(1949) 
が提唱する「人間行動メカニズム理論」があるとし

ている。これは，「人間の行動を左右するのは知覚で

あり，ある集団メンバーが彼らの少数派言語が豊か

な資源を有すると考えるならば，実際はどうであれ，

その集団の SEV は活性化される」(福永 2014 p.37) と
されるものである。 

Allard and Landry (1986, 1992) や Landry and Allard 
(1994) では，「SEV」を「認識オリエンテーション理

論」(Kreitler and Kreitler 1976) の枠組みに基づいて捉

え直し，これを「民族言語活力におけるビリーフ」

(The Beliefs in Ethnolinguistic Vitality: BEV) として発

展させている。「BEV」では，SEV とは主に 3 つの点

において異なっており，第 1 に EV の社会構造要因

の修正，第 2 に SEV の定義の拡大，第 3 に人間行動

理論に基いた Beliefs システムの構築がなされてい

る (福永 2014 p.37)。以上のように EV 研究が進むに

つれ，EV とは，客観的な側面よりも主観的な側面か

らさらにはビリーフが重視されるようになっている。 
さらに「BEV」は，バイリンガルの成長過程を説明

する際に用いられ，言語習得における社会的，ある

いは文化的要素の影響に注目した BEV 研究が

Gardner and Lambert (1972) により行われている。こ

こでは，アメリカとカナダの高校生に対して，言語

適正，言語の学習動機，帰属意識，などを調査し，社

会文化的要因が，言語適正や学習動機に影響を与え

ることを明らかにしている。これを受けて，Lambert 
(1977) は，社会心理的モデルを提唱し，バイリンガ

ルの成長過程においては，2 つの言語と文化が互い

に自己概念や自我に影響を及ぼす，としている。ま

た，Genesee, Tucker and Lambert (1978) では，バイリ

ンガルになるということは，言語の面だけでなく，

文化面でも 2 つの文化を獲得する可能性が高く，帰

属意識やアイデンティティの心理面での 2 言語発達

の関係性を指摘している。これら，一連の Allard and 
Landry/Landry and Allard による研究は，これを EV 調

査に適応したものである。 
以上のように，これまでの「民族言語活力」の研

究の中心となってきたのは，R. Allard, R. Landry 
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(Université de Moncton), R.Y. Bourhis (Université de 
Montréal à Québec) など，カナダで唯一，英仏 2 言語

を州レベルで公用語としているニューブランズウィ

ック州や，カナダで唯一フランス語を州レベルで公

用語としているケベック州らの研究者であることは

注目すべきであろう。なぜなら，これらの「民族言

語活力」の調査対象となってきたのは，カナダのケ

ベック州における英語母語話者やフランス語母語話

者，あるいはカナダのケベック以外の州におけるマ

イノリティ，さらには，カナダにおいて唯一，州レ

ベルで英語とフランス語を公用語とするニュー・ブ

ランズウィック州におけるバイリンガル児童，とい

った，英語とフランス語を公用語とし，かつ英系と

仏系という民族によりその礎が築かれた国家におけ

る，言語と民族性に関する研究であったためである。 
一方で，先にも論じたように，2000 年以降，EV 研

究はますます広がりを見せており，Yagmur and Ehala 
(2011) によると，1995 年には EV に関する研究は 20
ほどしか行われていなかったが，2009 年には 144 も

の研究がなされているとされている 。また，Ehala 
(2010) では，エストニアにおけるロシア語母語話者

の EV 調査などが行われており，Ehala (2011) では，

EV は数値を使ったものではなく，「Hot EV」と「Cold 
EV」といったような，言語の「活発さ」を指標とす

べきではないか，といった提言がなされるなど，EV
研究は広がりを見せている。 
ここまでの EV 研究の例では，日本語以外の言語

のバイリンガル教育における，社会的・文化的要因

に関する研究調査によるものを概観したが，日本語

と英語の間のバイリンガルに関する社会心理学的影

響に関する EV 研究も近年，進められている。次項

では，日本語を対象とした EV の先行研究について

概観する。 
 
2.3 日本語の EV 研究と「言語活力におけるビリー

フ」(BEV) 
近年行われている，日本語を対象とした EV 理論

を用いた研究としては，例えば，桶谷・Oketani があ

げられる。これは，カナダの日本語と英語のバイリ

ンガルの言語能力，社会的，社会・心理的，心理的要

因の関係を調査したものであり，Oketani (1997) では，

量的に関係を分析し，桶谷 (1999) では，日本語と英

語の 2 言語能力と帰属意識，それを取り巻く社会要

因の関係について質的に検証している。また，箕浦 
(1995) は，アメリカで育つ日英バイリンガル児の研

うに，心理的要因も変化するとし，その結果，心理

究を行い，社会的要因が絶えず変化するのと同じよ

的要因の集合体が社会的要因を構築する，としてい

る。受け入れられやすい先の桶谷 (1999) でも，バイ

リンガルにとって，より，周りに存在する環境との

コミュニケーションを可能にする言語能力の形成が

行われるため，人為的にバイリンガルの型が形成さ

れる，としている。そして，2000 年以降，国外にお

ける日本語の EV や日本における日本語や日本語以

外の言語を対象とした EV 研究がすすめられている 
(Shindo 2000; 鈴木 2013; 福永 2014 など)。 
福永 (2014) は，日本国内の EV に関する調査を行

っているが，EV (OEV / SEV)だけでは言語とアイデ

ンティティの関係を明らかにするには十分ではない

との考えから，SEV (Subjective Ethnolinguistic Vitality) 
の「理論」に注目した応用研究が行われている。こ

こではまず，SEV に関して，Giles, Bourhis and Taylor 
(1977) で示された EV の調査票は，客観的な要素が

多いことから，Objective Ethnolinguistic Vitality (OEV) 
とすべきとした上で，それに対して，SEV とは心的

態度を示すものとし，これを福永 (2014) では，次の

ように説明している。 
 

人間の行動メカニズム理論を背景に，人間の行  
動とはその人が抱く世界に対する知覚，意味，

価値，信念，理解，考え，感情によって構成さ

れる機能，あるいは表現であるとするものであ

る。人間の行動を左右するのは知覚であり，そ

の集団のメンバーが彼らの少数派言語が豊か

な資源を有すると考えるなら，実際はどうであ

れ，その集団の SEV は活性化され，自集団の

少数言語を用いたり，民族衣装を着たり，とい

った集団特有の行動が促進される。すなわち

SEV とは，その名称が表すように，自分の属す

る言語集団の活力に関する個人的な認識であ

り，主観的な要因である。(福永 2014 p.37) 
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つまり，従来の EV (ここでは OEV) よりも，SEV
は言語保持や移行現象に直接影響を与えるものであ

り，自分の属する言語集団の活力に関する個人的な

認識や主観的な要因を調査するものである，として

いる。そして，これまでに SEV を援用した研究とし

ては，第 2 言語学習における上位要因に関する研究 
(Clément 1986) や，バイリンガルの発達に関する研

究 (Allard and Landry 1986) など，言語習得と学習者

を対象とした研究が多く見られていた，と指摘して

いる。一方で，BEV (The Beliefs on Ethnolinguistic 
Vitality) では，Allard and Landry (1986, 1994) などで

論じられるように，人間行動における認知指向性モ

デルに由来する beliefs のシステムが構築されてい

る。「人間行動における認知指向性モデル」とは，行

動の説明概念の一つであり，人間の行動は認知的志

向性によって導かれる，とするものである。従来の

OEV や SEV が言語活力に関する知覚に限られてい

たのに対して，BEV は言語行動をより正確に予測で

きる (Allard and Landry 1994) としている。そのため，

Allard and Landry (1994) では，バイリンガルの発達

は，主観的認識である SEV だけでなく，「言語接触

の個人的な経験，および言語行動が相互に関連して

決定される」(p.121) としている。 
このような理論を用い，福永 (2014) では，EV理

論の中でも特に BEV理論を用いて，言語選択にどの

ように beliefs が関わっているのか，について，在日

パキスタン人に対して言語使用意識に関するインタ

ビュー調査と参与観察を行い，定性的データを用い

て分析を行っている。 
以上のような先行研究から，複数の言語が存在す

るという状況では，それぞれの言語が社会の中で持

つ「活力」が，そこに形成される言語環境に影響を

与えると考えられていることがわかる。また，日本

国内において，複数の言語が存在する，という言語

環境は，主に東京などの大都市で見られるが，その

際，「複数の言語」というのは，日本語のほかに，英

語，中国語，韓国語，など様々な言語が想定される。

一方で，本研究が対象とする「米軍基地周辺」とい

う環境下では，同地域に存在する「複数の言語」が

主に日本語と英語に限定される，という点は見逃さ

れがちである。そのため，本研究では，研究対象を

横須賀中央地域の米軍基地周辺とすることで，日本

国内において「日本語と英語が存在」する，という

稀少な状況が言語環境にもたらす影響を，EV 調査の

手法を用いた英語母語話者の意識から示すことが可

能であると考えられる。 
以上に概観したように，現在行われている「言語

活 力 」 に 関 す る 調 査 で は ， SEV (Subjective 
Ethnolinguistic Vitality「主観的民族言語活力」) や
BEV (The Beliefs on Ethnolinguistic Vitality 「民族言語

活力におけるビリーフ」) についての研究がすすめ

られている。そして，この理論を基にし，現在では，

民族と言語の関係よりも，対象となる社会における

言語活力を測ることにこの調査法が応用されている

といえる。この手法を用いるにあたり，様々な地域

において，それぞれの地域の実情に合わせてこの理

論が応用され，対象となる社会や地域における言語

のもつ「活力」を示す指標としてこの調査が行われ

ているというのが実情である。その例として，例え

ば，Ehala (2011) などでは，もともとの英語・フラン

ス語を対象とした調査を他の西洋言語へ適用した例 
(ここでは，ロシア語とリトアニア語) が見られ，

Shindo (2000)，鈴木 (2014)， 福永 (2014, 2020) など

では，日本語や中国語などアジア言語の研究に適応

する例もみられている。このことは，「言語活力調査」

の今後の発展可能性を示しているといえよう。 
本研究では，以上のような EV 理論および調査法

を応用した研究に倣い，研究対象地域である横須賀

中央地域の米軍基地周辺における「言語活力」に対

する意識調査を行うこととした。以下では，本研究

で行った「言語活力」の調査方法，調査結果，結果の

分析，およびその考察を示す。 
 
3. 調査目的 
本研究では，横須賀中央地域の米軍基地周辺に在

住する英語母語話者の生活実態や言語意識から，本

研究の対象地域における英語の「言語活力」，つまり，

英語の使用頻度や対象となる言語の社会的地位に対

する意識，同地域でどの程度英語が用いられている

かについての意識を明らかにすることで，同地域に

おける英語使用の実態について，一定の傾向を示す

ことを目的としている。 
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4. 調査方法 
本研究では，対象地域である横須賀中央地域にお

いて，英語母語話者に対する「言語活力」調査を行

うにあたり，Shindo (2000) および鈴木 (2014) を参
照し，調査票を作成し，調査を行った。また，Shindo  
 (2000) では，調査分析に際して，オーストラリアの

2都市 における「言語活力」を比較していることか

ら，本研究においても，これに倣い，横須賀中央地

域における英語および日本語の「言語活力」と他の

国内都市の英語と日本語のそれと比較することとし

た。 
比較対象地域としては，本研究では，東京都の新

宿区を選定した。この理由としては，Backhaus (2007) 
において，同地域が言語景観の視点から，東京都の

中でも最も多言語化が進んでいる地域の一つである

とされていたことと，一昨年の出入国在留管理庁調

査において，国内で最も在留外国人が多かった都道

府県である東京都の中でも，最も外国人の多いとさ

れている地域であったためである。以上の理由から，

東京都新宿区では，日本語と他の言語の混淆した言

語文化が見られることが想定されると考えた。新宿

区の外国人の国籍別の割合では，最も多いのが中国

系であり，次いで韓国系となっており，アジア系の

人々が多くなっているが，本研究で横須賀中央地域

と東京都内を比較する対象は，国際社会や日本社会

における社会的地位，あるいは，公的場面 (ショッピ
ングモールといった商業施設や市役所と言った公共

施設) であり，これらの東京都内特に新宿区内の施

設では，通常，中国語や韓国語と並んで英語の表記

も見られることから，東京都内の同地域における英

語の使用に関する意識を英語母語話者に対して調査

することは妥当であると判断した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 1 本研究の英語／日本語の使用に対する意識調査 
     に用いた質問の概要 

 設問 設問内容 

① 1-3 
回答者の属性に関する質問。 
（年齢，性別，母語） 

② 4-5 
調査対象となる言語の回答者の理解レベ

ル。 

③ 6-8 

日常生活で使用する言語の割合。 
設問 6：テレビを視聴する際の使用言語。 
設問 7：音楽を聴く際の使用言語。 
設問 8：インターネットを使用する際の

使用言語。 

④ 9-12 

英語や英語文化，英語話者の国際／日本

社会における立場に関する意識。 
設問 9：英語は重要な言語であると思う

か。 
設問 10：英語話者は高い地位にあるとみ

なされていると思うか。 
設問 11：英語文化は高い地位にあるとみ

なされていると思うか。 
設問 12：英語話者は優位な立場にあると

思うか。 

⑤ 
13-

16 

日本語や文化，日本語話者の国際／日本

社会における立場に関する意識。 
設問 13：日本語は重要な言語であると思

うか。 
設問 14：日本語話者は高い地位にあると

みなされていると思うか。 
設問 15：日本語文化は，高い地位にある

とみなされていると思うか。 
設問 16：日本語話者は優位な立場にある

と思うか。 

⑥ 
17-

19 

公共の場で使われる言語についての意

識。 
設問 17：言語景観にどの程度英語／日本

語が用いられていると感じるか。 
設問 18：日常生活においてどの程度英語

／日本語が使われていると感じている

か。 
設問 19：公共施設においてどの程度英語

日本語が使用されていると感じている

か。 
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4.1 対象 
本研究の調査では，SNS や配布物などにより参加

者を募り，横須賀市中心部に位置する米海軍横須賀

基地周辺に在住する英語母語話者 30名と，東京都新

宿区内に在住または勤務する英語母語話者 30 名を

対象とした。 
 

4.2 調査手法 
Google Forms を用いて，無記名式のリッカート尺

度を用いた，日常生活における言語 (英語／日本語

など) の使用実態や，言語(英語と日本語) の国際社

会や日本社会における重要性や地位，優位性に関す

る意識，日本国内での生活地域における，特に公的

場面における言語 (英語／日本語) 使用の意識に関

する調査を行った。 
 
4.3 調査内容 
アンケート調査の内容については，Bourhis, Giles, 

and Rosenhal (1981) において質問票が公開されてお

り，ここでは 20項目の設問が設けられている。また，

Shindo (2000)では 20項目，鈴木 (2014) では，17項
目からなる質問票が作成され，いずれもその内容が

同論文において公開されている。本研究ではこれら

を基に，19項目からなる質問票を作成し，調査を行

った 。本研究で作成した調査票について，その内容

から 6 つのカテゴリーに分類した。表 1 に，6 つの

カテゴリーと設問の概要を示す。 
 
4.4 分析方法 
表 1 に示したような質問票の項目およびその回答

について，本研究では「言語使用実態」「言語活力に

関する意識」「言語使用に関する意識」の 3 つの点に

ついて分析を行った。 
横須賀中央地域の言語使用の実態については，カ

テゴリー③の質問に対する横須賀中央地域の英語母

語話者の回答を基に，日常生活における，メディア

（テレビ，音楽，インターネット）使用の際の言語

使用の実態に関する質問の回答について，分析ソフ

ト js-STAR を用いて，正確確率検定にて検討した。 
同地域の言語活力に関する意識については，カテ

ゴリー④の質問に対する横須賀中央地域の英語母語

話者の回答を基に，言語 (ここでは英語と日本語) の
活力 (国際社会，日本社会における，対象言語話者，

対象言語文化の社会的立場，対象言語話者の社会的

優位性) に対する意識について，js-STAR を用いて，

それぞれ分析ソフト js-STAR を用いて，二元配置（2
ｘ4）の分散分析を行った。 
同地域の公的場面での言語使用に関する意識につ

いては，カテゴリー⑥の質問に対する横須賀中央地

域と東京都内の英語母語話者の回答を基に，それぞ

れの地域の公的場面における英語の使用状況に関す

る意識について，分析ソフト js-STAR を用いて，二

元配置 (2x2) の分散分析を行った。以下に，3 つの

分析の結果と考察について，詳細する。 
 
5. 横須賀中央地域の言語使用に関する実態

調査の結果およびその分析 
本研究において横須賀中央地域で行った質問票に

よる調査のうち，言語使用実態について検討する。

実際に用いた質問票から，カテゴリー③の設問，お

よび，設問 6 を例とした回答方式の抜粋を，表 2 お

よび図 1 に示す。 
表 2 および図 1 にみられるような質問及び回答形

式を用いて，まずはじめに，横須賀中央地域に在住

する英語母語話者が，日常生活で使用する言語につ

いて，日本と英語の割合を尋ねた。設問 6 はテレビ，

設問 7 は音楽，設問 8 はインターネットの使用に関

する質問であった。回答は，日本語と英語の割合を，

「0% / 25% / 50% / 75% / 100%」から選択させた。 
 
表 2 横須賀中央地域の英語母語話者の英語使用実態 
    に関する設問項目 (表 1 より抜粋) 

 
 
 

③ 6-8 

日常生活で使用する言語の割合。 
設問 6：テレビを視聴する際の使用言

語。 
設問 7：音楽を聴く際の使用言語。 
設問 8：インターネットを使用する際

の使用言語。 
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図 1質問票の問 6 及びそれに対する回答方法の抜粋 
 
表 3 は，設問 6 の回答結果である。日本語と英語

の各言語について，使用が多いか否かを検討するた

め，表 3 の日本語と英語の使用について，それぞれ

「0%」と「25%」の回答を合算し，「ほとんど使用し

ない」とし，「75%」「100%」の回答数を合算し，「よ

く使用する」とした (表 4)。それぞれの言語につい

て，「ほとんど使用しない」と「よく使用する」のど

ちらが多いかを，正確確率検定にて検討した。その

結果，日本語は「ほとんど使用しない」と回答した

者が多く，英語は「よく使用する」と回答した者が

多いことが明らかとなった (p = .000)。 
 
  表 3 設問 6 (テレビ視聴) の回答結果 

 
   表 4 設問 6 の 回答合算結果 

  

次に，設問 7「音楽を聴く際の使用言語の割合」に

対する回答について，分析を行った。表 5 は，設問

7 の回答結果である。設問 6 と同じ要領で，音楽を

聞く際に，当該言語を「よく使用する」と「ほとんど

使用しない」に分類し (表 6)，設問 6 と同じく，正

確確率検定にて検討した。その結果，設問 6 と同じ

く，日本語は「ほとんど使用しない」と回答した者

が多く，英語は「よく使用する」と回答した者が多

いことが明らかとなった (p = .000)。 
 
 表 5 設問 7 (音楽を聴く) の回答結果 

 
  表 6 設問 7 の回答合算結果 

 
さらに，設問 8「インターネットを使用する際の使

用言語の割合」に対する回答について，正確確率検

定にて分析を行った。表 7 は，設問 8 の回答結果で

ある。設問 6，7 と同じ要領で，インターネットを使

用する際に，当該言語を「よく使用する」と「ほとん

ど使用しない」に分類した (表 8)。正確確率検定を

行った結果，設問 6，7 と同じく，日本語は「ほとん

ど使用しない」と回答した者が多く，英語は「よく

使用する」と回答した者が多いことが明らかとなっ

た (p = .001)。 
 
 
 
 
 
 

 0% 25% 50% 75% 100% 

日本語 19 9 1 0 1 

英語 2 1 4 14 9 

 
ほとんど 

使用しない 

よく 

使用する 
合計 

日本語 28 1 29 

英語 3 23 26 

 0% 25% 50% 75% 100% 

日本語 17 10 1 1 1 

英語 1 2 5 12 10 

  
ほとんど 

使用しない 
よく 

使用する 
合計 

日本語 27 2 29 

英語 3 23 26 
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表 7 設問 8 (インターネット使用) の回答結果 

 
   表 8 設問 8 の 回答合算結果 

 
以上の分析結果から，カテゴリー⑥の日常生活に

使用する言語に関する設問に対しては，横須賀中央

地域においては，テレビ，音楽，インターネットい

ずれの使用に際しても，英語を「よく使用する」と

回答した英語母語話者が多いことが示された。 
 

6. 横須賀中央地域の「言語活力」に関する意

識調査の結果とその分析 
次に，横須賀中央地域の英語母語話者を対象に，

言語 (ここでは英語) の言語活力に対する意識につ

いて，質問票のカテゴリー④の設問に対する回答結

果を用いて，対応のある二元配置 (2x4) の分散分析

を行った。また，実際に用いた質問票のカテゴリー

④の設問を表 9 に，設問 9 を例とした回答方式を抜

粋し，図 2 に示す。 
 
表 9 横須賀中央地域の「言語活力」に関する設問  
     (表 1 より抜粋) 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 質問票の問 9 及びそれに対する回答方法の抜粋 

 
このカテゴリーの設問では，国際社会，日本社会，

それぞれにおいて，「英語は重要な言語であると思う

か (以下，「英語・重要」とする)」「英語話者は高い

地位にあるとみなされていると思うか（以下，「英語

話者・高地位」とする）」「英語文化は高い地位にあ

るとみなされていると思うか（以下，「英語文化・高

地位」とする）」「英語話者は優位な立場にあると思

うか（以下，「英語話者・優位」とする）」を 5 段階

で回答するよう求めた。国際社会と日本社会とでは，

それぞれの設問について違いがあるかどうかを検討

するために，二元配置の分散分析を行った。要因 1 は

2 水準 (国際社会・日本社会)，要因 2 は 4 水準 (英
語・重要，英語話者・高地位，英語文化・高地位，英

語話者・優位) である。 
 
表 10 英語母語話者の英語の言語活力に対する意識 
   に関する分散分析結果 

 

 0% 25% 50% 75% 100% 

日本語 14 9 5 1 1 

英語 0 1 7 10 12 

  
ほとんど 
使用しない 

よく 
使用する 

合計 

日本語 23 2 25 

英語 1 22 23 

④ 
9-
12 

英語や英語文化，英語話者の国際／日本

社会における立場に関する意識。 
設問 9：英語は重要な言語である。 
設問 10：英語話者は高い地位にあると

みなされている。 
設問 11：英語文化は高い地位にあると

みなされている。 
設問 12：英語話者は優位な立場にある。 

 国際社会   日本社会 

M    SD     M    SD    
1 英語・重要 
2 英語話者・高地位 
3 英語文化・高地位 
4 英語話者・優位 

4.20   0.90  2.83    1.19             
3.23   1.20   2.60    1.14 
3.06   1.15   2.73    1.12 
2.93   1.24   2.10    1.27 
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その結果は，表 10 のとおり，横須賀中央地域の英

語母語話者の英語の活力に関する意識調査では，2つ
の要因の間には交互作用は有意であった (F (3,87) = 
4.28, p < .01)。そのため，単純主効果の検定を行った。

その結果，「英語・重要」「英語話者・高地位」「英語

話者・優位」については，「国際社会」の数値が「日

本社会」よりも有意に高く (「英語・重要」：F(1, 29) 
= 33.19, p < .01, 「英語話者・高地位」：F(1, 29) = 5.92, 
p < .05, 「英語話者・優位」：F(1, 29) = 15.04, p < .01)，
「英語文化・高地位」に関しては，両者の間に有意

差は認められなかった (F(1, 29) = 2.07, p > .05)。ま

た，「国際社会」「日本社会」についても単純主効果

が有意であった (「国際社会」：F(3, 87) = 12.47, p < .01, 
「日本社会」：F(3, 87) = 3.55, p < .05)。そこで，Holm
法による多重比較を行った結果，「国際社会」につい

ては，「英語・重要」が他のいずれの項目よりも有意

に高く，その他の間には有意差がないことが示され

た。「日本社会」については，「英語・重要」が「英語

話者・優位」よりも高く，そのほかの間には，有意差

はなかった。 
 
7. 横須賀中央地域の公的場面における言語

使用に関する意識調査の結果とその分析 
質問票のカテゴリー⑥は，当該地域における公的

場面における言語使用に対する意識に関する質問で

あった。Shindo (2000) において，オーストラリア国

内の 2 都市間の言語 (英語または日本語) の使用に

ついて，平均値を比較した研究が見られていた。本

研究ではこれに倣い，横須賀中央地域とその比較対

象地域として東京都内の英語母語話者に対して，公

的場面 (商用看板，日常生活 (ショッピングセンター

など)，公共施設 (市役所など)) における英語の使用

に関する意識を調査した。表 1 で示した，本研究で

作成した質問票のうち，カテゴリー⑥の設問に対す

る回答について，分析を行った。以下に，実際の質

問票のうち，カテゴリー⑥の設問を表 11 に，また設

問 17 を例にした回答形式の抜粋を図 3 に示す。 
 
 
 
 

表 11 横須賀中央地域の公的場面における英語使用 
   の意識に関する設問 (表 1 より抜粋) 

図 3 質問票の問 17 及びそれに対する回答方法の抜 
   粋 
 
図3の通り，回答は，日本語と英語の割合を，「0%=1 

/ 25%=2 / 50%=3 / 75%=4 / 100%=5」から選択させた

ものを，1 から 5 の尺度とした。これを用いて，2都
市間 (横須賀中央地域と東京都内) の公的場面にお

ける英語使用に対する意識について，二元配置の分

散分析を行った。具体的には，要因 1 は 2 水準 (横
須賀中央地域・東京都内)，要因 2 は 3水準 (言語景

観，日常生活における英語使用，公的施設における

英語使用) で，js-STAR を用いて，二元配置 (2x3) の
分散分析を行った。 
 
 
 
 
 
 

⑥ 
17-
19 

公共の場面で使われる英語／日本語，

その他の言語についての意識。 
設問 17：言語景観にどの程度英語／日

本語が用いられていると感じるか。 
設問 18：日常生活でどの程度英語／日

本語が使われていると感じているか。 
設問 19：公共施設でどの程度英語日本

語が使用されていると感じているか。 
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表 12 横須賀中央地域と東京都内の英語母語話者の 
      公的場面における英語使用に対する意識に関 
      する分散分析結果 

 
横須賀中央地域と東京都内における公的場面にお

ける回答結果の平均値と標準偏差は表 12 のとおり

である。分散分析の結果，都市の主効果も公的場面

の主効果も有意ではなかったものの (都市間：F (1, 
174) = 1.17, p > .10，公的場面：F (2, 174) = 0.88, p > .10)，
交互作用は有意であった(F (2,174) =4.21, p < .05)。 
そこで，公的場面ごとに都市間の単純主効果を検

討したところ，言語景観および日常生活では有意な

差は認められなかったが(言語景観：F (1, 174) = 0.88, 
p > .10，日常生活：F (1, 174) = 0.02, p > .10)，公的施

設では横須賀中央地域よりも東京都内の方が有意に

高かった(F (1, 174) = 8.69, p < .01)。 
次に，都市ごとに公的場面の単純主効果を検討し

たところ，横須賀中央地域では有意傾向が認められ

たものの (F (2,174) = 2.92, p < .10)，東京では有意な

単純主効果は認められなかった (F (2,174) = 2.17, p 
> .10)。 
 
8. 結語 
以上の調査結果から，横須賀中央地域の英語母語

話者は，日常生活において，英語を使うことが非常

に多く，日本語に関しては，インターンネット使用，

テレビ視聴，音楽鑑賞のいずれの場面でも英語の割

合を大きく下回ることが明らかとなった。 
また，横須賀中央地域の英語母語話者は，英語の

活力（英語文化や英語話者などの社会的地位）に関

する意識としては，特に国際社会において，英語は

重要であり，またそれに関連する言語文化は，国際

社会においてより地位が高いという意識を持ってい

ることが明らかとなった。一方で，日本社会におい

ては，英語話者が優位であるという意識をあまり持

っていないことが明らかとなった。 
さらに，横須賀中央地域と東京都内の公的場面に

おいて英語が用いられていることに対する意識とし

ては，両都市間に有意な差は見られなかった，一方

で，横須賀中央地域においては，言語景観 (看板や標

識など) において英語がより用いられているという

意識が見られるものの，公的施設 (市役所や図書館

など) においては，あまり英語が使われていない，と

いう意識があることが明らかとなった。 
本研究は，「横須賀中央域において，英語母語 (ま

たは母語レベル) 話者により英語がどの程度使われ

ているのか」について，EV 調査の手法を用い，その

実態を明らかにするものであった。同調査および分

析結果により，同地域の英語話者は，日常生活にお

いて英語を多く使い，日本語はほとんど使われてい

ないことが明らかになった。また，国際社会におい

て，英語は重要であり，英語話者や英語文化は社会

的に高い地位にあるという意識を持っていることが

明らかとなった。このことから，横須賀中央地域に

滞在する英語話者は，日常的に英語を多く使ってい

ることを明らかにした。すでに，横須賀中央地域に

は，英語文化の影響が強くみられる文化表象がみら

れることが，明らかにされているが (難波 2014; 山
出 2023 など)，この背景として，英語話者の英語使

用や英語文化に対する強い意識が考えられることが，

本研究によって示されたといえる。本研究では，同

地域に在住する英語母語話者のみを対象としたが，

今後，非英語母語話者や他の多言語地域における英

語母語話者に対する調査を行うなどの追加調査を行

うことで，本研究の対象地域である横須賀中央地域

の言語環境の特徴が，より明らかになると考えられ

る。 
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